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号外
埼玉県（第１区版）
平成24年3月９日号

国政・新時代！

！
http://ameblo.jp/takemasa-koichi/
皆様のご意見・ご要望をお待ちしています
voice@takemasa-k.jp（アドレスを変更しました）
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民主党プレス民主編集部
東京都千代田区永田町1-11-1
電話 03-3595-9988 （代表）
民主党埼玉県連広報局
さいたま市浦和区高砂3-6-16
電話 048-833-3500
FAX 048-833-3503
URL http：//minshu.org
E-mail info@minshu.org
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党員費 年間6,000円
サポーター会費 年間2,000円

たけまさ公一を応援する個人献金です。
(1口500円)×12ヶ月=6,000円より
*現金 *振込み *自動引落し

☆個人献金は、寄付金控除対象になります。
＊詳細については事務所へご連絡ください

衆議院議員たけまさ公一 プロフィール●昭和36年(1961年)生まれ。
●さいたま市立木崎小、木崎中、県立浦和高校、慶応義塾大学法学部政治学科卒業。

平成元年、松下政経塾卒業 ●平成11年4月、埼玉県議会議員2期目当選。
●平成21年8月30日、衆議院議員4期目当選●鳩山内閣外務副大臣、第一次菅内閣外務副大臣
（国会）予算委員会次席理事、郵政改革特別委員会筆頭理事

（民主党）常任幹事、財務委員長、税制調査会副会長、地域主権調査会顧問（埼玉）県連代表

たけまさ公一事務所・所在地

■浦和事務所 さいたま市浦和区北浦和3-6-11松本ビル2階
TEL:048-832-3810 FAX:048-832-3846

■岩槻事務所 さいたま市岩槻区本町5–5-12
TEL:048-749-6801 FAX:048-749-6802

■国会事務所 千代田区永田町2-1-2第2議員会館312
TEL:03-3508-7062 FAX:03-3519-7715

TEL 048-832-3810 FAX 048-832-3846
E-mail： voice@takemasa-k.jp ・・・までお願いいたします。

「トップセミナー2012」

日 時：平成24年5月28日（月）18時00分

場所：浦和ロイヤルパインズホテル

講師： 政治ジャーナリスト 岩見隆夫氏

※案内状の請求、申し込みなど詳細につきま

しては事務所へご連絡ください

国会見学会

平成24年3～5月は毎月開催
現地集合・解散
参加費は無料

開催予定日

3月23日（金） 4月18日（水）
5月21日（月）



公務員給与削減法案成立（2月29日）

2月29日、国家公務員の給与を24年度から2年間、平均7.8％引き
下げる国家公務員給与削減特例法が参議院本会議で民主、自民、
公明三党などの賛成多数で成立しました。26年3月末まで2年間の
時限立法で、「厳しい財政状況と東日本大震災に対処する必要性」
を明記し、年間約2,900億円の捻出財源は震災復興に充てていきま
す。政府与党は、国家公務員制度改革関連法との同時成立を目指
しましたが、野党の反対で給与削減を先行させました。

23年度人事院勧告（人勧）に基づき、一般職の給与を23年4月ま
でさかのぼって平均0.23％削減した上で、24年4月から本省課長級
以上で9.77％、課長補佐と係長は7.77％、係員4.77％を引き下げ、
全体平均で計7.8％減とします。人勧分は今夏のボーナスから差し
引いて調整します。首相も30％、閣僚や副大臣で20％、政務官で1
0％のカットも明記しました。引き続き国会議員定数削減（小選挙
区5、比例区80）の与野党合意に向けて取り組んでゆきます。

子ども・子育て新システム関連法案骨子を決定（3月2日）

政府は2日、少子化社会対策会議を開き、若い世代に対する社会
保障の機能を強化するため、新たな子育て支援策「子ども・子育
て新システム」関連法案骨子を決定しました。

支援策は、待機児童の解消に向けて、幼稚園と保育所の機能を
一体化させた施設、「総合こども園」（仮称）を創設することを
柱とし、この施設を増やすため株式会社やＮＰＯの参入を認める
としています。「総合こども園」には公的な給付も行い、教育と
保育の質を担保することで、現在全国におよそ2万3000ヵ所ある保
育所の大半を3年程度かけて「総合こども園」に移行するとともに、
1万3000ヵ所以上ある幼稚園も順次「総合こども園」へ移行させて
いきます。ただし、野田総理も「国民に広くPRし」と述べたよう
に内容については丁寧に説明していく必要があります。

政府は今回の支援策を「社会保障と税の一体改革」の一環と位
置づけており、消費税率の10％への引き上げが実現した場合、増
収分のうち年に7,000億円程度を充てる方針です。
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24年度本予算案衆議院通過（3月8日）

平成24年度予算案（内一般会計90兆3,339億円）が3月8日に衆
議院本会議で与党等の賛成多数で可決され、参議院に送付されま
した。本予算案では「日本再生重点化措置」として、各省庁の政
策的経費について一律の削減を求め、その部分を活用する事で予
算の重点化・効率化を実現しております。具体的には、パッケー
ジ型インフラ海外展開、中小企業の技術強化、総合特区制度など
が盛り込まれてます。復興予算として新たな特別会計を設け流用
を防止する措置を講じつつ、ハード事業を幅広く一括化し自由度
を高くした復興交付金、災害廃棄物の迅速な処理、被災中小企業
等の資金繰り支援等が盛り込まれています。
また、税制改正法案も衆議院で可決しました。地球温暖化対策

税（環境税）を10月から段階的に導入するほか、派遣切りなどを
防止するため製造業派遣や登録型派遣の禁止を盛り込んだ労働者
派遣法案、給与所得控除の縮小、自動車重量税を1,500億円軽減、
今春で期限切れとなるエコカー減税の3年延長する事などが柱で
自公両党も賛成し法案成立となります。
今後、現在の経済状況をふまえ、切れ目のない予算執行を行う

べく年度内の予算成立が必要です。

岩槻・浦和・緑・見沼区で

武正公一とともに、より良い

地域を実現します
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浅野目 義英（県議・浦和区）
昭和３３年生まれ

民主党・無所属の会幹事長

県土都市整備委員会

予算委員会理事

高野秀樹（市議・岩槻区）
昭和３５年生まれ

民主党さいたま市議団副団長

地下鉄７号線延伸事業化委員会

神崎 功（市議・緑区）
昭和３０年生まれ

民主党さいたま市議団団長

民主党埼玉県連副代表

総合政策委員会、議会改革推進委員会

三神 尊志（市議・見沼区）
昭和５５年生まれ

民主党さいたま市議団

総合政策委員会副委員長

見沼田圃将来ビジョン委員会

原田 健太（市議・浦和区）
昭和４２年生まれ

民主党さいたま市議団政策調査会長

大都市行財政委員会委員長

文教委員会

武田 和浩（市議・見沼区）
昭和３６年生まれ

民主党さいたま市議団

市民生活委員会

地下鉄７号線延伸事業化委員会

小柳 嘉文（市議・浦和区）
昭和４０年生まれ

民主党さいたま市議団

市民生活委員会

見沼田圃将来ビジョン委員会

石田 昌生（緑区・市政担当）
昭和３５年生まれ

民主党埼玉県第１区総支部幹事

民主党埼玉県第一区

地方議員並びに

県政・市政担当者

井上 將勝（県議・見沼区）
昭和５４年生まれ

民主党・無所属の会

環境農林委員会

予算特別委員会

松岡 耕一（緑区・県政担当）
昭和５１年生まれ

民主党埼玉県第１区総支部幹事


